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「 守り」と「攻め」の二段構え の労務管理

法定の「土台」を固め、選ばれる 職場としての「戦略」へ 。
労務をコストから 投資へ変える 。

守りの労務管理

労務コンプライアンスの徹底

攻めの労務管理

独自性を活かした人材戦略

・ 有給休暇の確実な取得： 年5日取得の義務化をシステムで管理

・ 労働時間の適正把握： 36協定の遵守と 1分単位の労働時間計算

・ 適切な割増賃金： 深夜・時間外・休日手当の計算ミスゼロへ

・ 労基法等、労働関係法令の遵守

・ 選択的週休3日制：

多様なライフスタイルに合わせ「休日数」を武器に

・ 勤務間インターバル ：

翌日のパフォーマンスを守る休息の義務化

・ 短時間正社員制度：

育児・介護期もキャリアを断絶させない仕組み

・ 法を越える価値提供 ：

事業所の実情に即した「 働きやすさ」の独自設計



戦略的条件と待遇
人材定着へのインパクト

勤務条件： 土日の勤務を必須とする

労働時間： 週32時間（1日8時間× 週4日）

待遇維持： 週休2日制と給与・福利厚生は同等

初任給： 27万円〜（差をつけない勇気）

「土日休みの2日制と、土日出勤の3日制を組み合わ
せ、勤務体制をスムーズに運用」

選択状況： 正社員43名中13名が3日制を選択

定着率： 3日制を選んだ社員の退職者はゼロ

男性の活躍： 育児・家事への参画時間が大幅増

「夜勤ありの病院から転職。自分の時間が確保でき、
家族の送迎も可能に」

宜野湾市・訪問看護「週休3日制」の攻め
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選択的週休3日制の導入により、

リフレッシュ効果と採用力強化を同時に実現

柔軟な2つのコース設定

① :1日10h×週4日勤務（給与据置の変形労働制）

② :1日8h×週4日勤務（給与 8割の短時間勤務）

導入の背景と戦略的ねらい

深刻な人手不足への対策として「 休みやすさ 」を可視化 。

自治体の改革応援プロジェクトを活用し体制を整備 。

目に見える成果：定着と採用への貢献

求人応募数が増加し、特にベテラン職員の家庭事情に合わせた

継続雇用が可能に。現場の心の余裕がケアの質向上へ 。

「選べる働き方」で現場の定着率を向上
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社会福祉法人守蓮会（愛知県名古屋市 ）

正職員のまま「多様な働き方」を認める改革

限定正職員制度（ 30 ・ 32 ・ 36時間制）

週休3日や短時間勤務を「正職員」のステータスを維持したま

ま選択可能に。育児や介護との両立を組織でバックアップ。

可逆的な「 ステップアップ・ダウン 」

ライフステージの変化に合わせ、勤務形態を柔軟に行き来で

きる仕組み。キャリアを断絶させない安心感を提供 。

成果：離職率の劇的改善と採用力向上

「 働きやすさ」が最大の広報に 。

新卒・中途ともに応募数が大幅増。安定した担任配置が保育の質の向上へ直結 。

「選択肢の提供」が現場を救う
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「 働き方・休み方改善ポータル サイト 」 /（厚生労働省） で始める 、

客観的な企業の健康診断

まずは検索：「 働き方・休み方改善ポータル 」

無料・匿名で 10分診断

オンラインで質問に答える と、 即座に結果を表示。

課題をレーダーチャートで把握

労働時間や休暇取得の実態を視覚的に分析。

他社平均との比較が可能

同業種・同規模の全国平均と自社の位置を比較 。

MANAGEMENT SELF-DIAGNOSIS TOOL

自社の「働き方・休み方」を見える化！



助成金マップ

企業の目的・取組内容に合わせた選択肢

業務改善助成金

【 生産性向上×賃上げ】

事業場内最低賃金の引き上げと、 設備投資（機械
導入・ IT化等）を行う中小企業を広く支援します 。

キャリアアップ 助成金

【 非正規雇用の処遇改善】

正社員へキャリアアップ
パート、契約社員等の基本給テーブルを 3% 以上増
額改定し、適用した場合に手厚く支援します。

働き方改革推進助成金

【 労働時間削減等×賃上げ】

時間外労働削減や年休取得促進の環境整備（設備導
入等）に、賃上げ加算を組み合わせて支給します 。

人材開発支援助成金

【 職業訓練×賃上げ】
職務関連の専門訓練（ OFF-JT）を実施し、修了後
に一定の賃上げを行うことで助成率が大幅加算され
ます。

人材確保等支援助成金

【 雇用環境改善×賃上げ】
賃金規定・評価制度の導入や、負担軽減機器の導
入による離職率低下を達成し、賃上げで額を加算し
ます。

両立支援等助成金

【 全５コース 】
・仕事と家庭生活の両立へ
。

助成金とは、
「賃上げや職場環境の改善（働き方改革など）に取り組む企業に対して助成
する趣旨で国（厚生労働省）から支給される金銭」

①：要件を満たすことで受給、②：返済不要、③：主な原資は“雇用保険料”
：ヒト・モノについての支援

【事業主の方のための雇用関係助成金】

助成金各種を検索可能！

“必携の参考書”

令和８年度版：近日発刊予定！
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【概要】
・事業場内最低賃金を引き上げ、設備投資等を行った中小企業等に、その費用の一部を助成。
中小企業で働く労働者の賃金引き上げのための生産性向上の取り組みが支援対象。

8

業務改善助成金 ～賃上げと設備投資をセットで！～

：9月１日一斉スタート 準備が重要！

【ポイント】
□：※申請前の賃金引き上げ、

交付決定前の設備投資は対象外。

□：最低賃金との差額は問わない
（昨年度の特例と同様）。
新しい最低賃金未満（1,100円！？）

□：「賃金を引き上げた」と認められる対
象者は厳格になった。

※ 雇用保険の加入が必要

※ 雇用後6か月後＋雇用保険加入 基準



R8業務改善助成金 活用にむけた 11のポイント
申請計画から実施までの重要チェックリスト

50円以上の賃金引上げ計画

事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を 50円以上引き上げる計画を立てる必要があ

ります。

生産性向上に資する設備投資

機械設備導入や経営コンサルティング等、労働生産性向上に直結する投資を行う必要があり

ます。

中小企業・小規模事業者限定

大企業と密接な関係を持つ「みなし大企業」ではない、中小企業・小規模事業者が対象です

。

地域別最低賃金未満の現状

現在の事業場内最低賃金が、 新しい の都道府県の地域別最低賃金未満である必要があります 。

不交付事由（解雇など）がないこと

事業場内で不当な解雇や合理性のない賃金引下げなどの不交付事由がないことが条件です。

「事業所ごと」に個別申請

企業単位ではなく、労働者が実際に勤務する工場や事務所などの事業所ごとに個別に申請し

ます。

対象労働者の雇用要件

雇入れ後6ヶ月以上経過し、かつ週所定労働時間 20時間以上の雇用保険加入者が引上げ対象

です。

新最低賃金発効日の前日に実施

各都道府県の新しい地域別最低賃金が適用される発効日の前日までに賃金引上げを完了しま

す。

就業規則等への明文化

引上げ後の事業場内最低賃金額と同額を、あらかじめ就業規則や賃金規程に定めておく必要

があります。

一括での賃金引上げ（分割不可）

複数回に分けた段階的な賃金引上げは認められないため、計画に則り一括で引き上げます。

「 交付決定後」の事業着手

交付決定通知を受ける前に設備の発注、契約、支払い、導入等を行った場合は助成対象外と

なります。

詳しくは☞
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【概要】
・労働時間の削減や年次有給休暇の取得促進等に取り組む中小企業事業主に、外部専門家のコンサルティング、
労働能率の増進に資する設備・機器の導入等を実施し、成果を上げた場合に助成。

10

働き方改革推進支援助成金 ～働き方改革と設備投資をセットで！ 賃上げは＋α～

建設、運輸、宿
泊・情報通信、
医療、砂糖製造
は別コース有！

・労働時間削減
・有給休暇付与

・勤務間インタ
ーバルの導入

：各種団体が構成員のために実施する団体推進コースの活用も！



【最重要】事前着手は厳禁です！

「交付決定通知」

1. 交付申請

11月30日までに
申請書を提出

2. 交付決定

審査完了後に
労働局より決定通知

3. 事業実施

設備投資の契約・
導入および賃上

げ

4. 支給申請

実施実績を報告し
助成金を最終受

領

交付申請から助成金受領までのフロー

：「働き方改革推進支援助成金」について詳しくは☞

必読！「申請マニュアル」



働き方改革推進支援助成金 活用にむけた 11のポイント
労働時間短縮・年休促進支援コース 確実な申請と実施のために

労災保険の中小企業事業主

労働者災害補償保険の適用を受ける中小企業事業主であることが必須の対象要件です 。

年5日の年休取得環境整備

年5日の年次有給休暇の確実な取得に向け、あらかじめ年休管理簿や就業規則等を整備して

いる必要があります。

成果目標を1つ以上設定

36協定時間外労働の削減や特別休暇の新規導入など、規定の「成果目標」を 1つ以上選択し

て達成を目指します。

対象となる「改善事業」の実施

研修、外部専門家コンサル、就業規則等整備、労務管理用ソフト・機器導入など、指定の取

組を行う必要があります 。

労働能率を向上させる設備投資

労務管理用ソフトウェア・機器、デジタル式運行記録計、その他労働能率の増進に資する設

備を導入・更新します 。

就業規則や労使協定の明文化

選択した成果目標（年休計画的付与や時間単位年休、特別休暇の導入など）を就業規則等に

落とし込み規定します 。

期限内での交付申請（ 11/30 ）

申請期限は令和8年11月30日（月）です。ただし、国の予算上限に達した場合は予告なく締

め切られます。

必ず「交付決定 後」に事業実施

交付決定の通知を受けた後に、計画に沿って設備の導入・代金支払い・就業規則の改定等に

着手します 。

事業完了期限の遵守（ 1/31 ）

すべての改善事業（設備の納品、支払い、研修実施、規則改定等）を令和 9年1月31日まで

に完了させます。

支給申請の締め切り厳守

事業実施予定期間終了の日から 30日後の日、 または令和 9年2月5日のいずれか早い日までに

労働局へ支給申請を行います。

規模に応じた補助率や加算の活用

30人以下は補助率が最大4/5に優遇されます。また、 3% 以上の賃金引上げや割増賃金率引上

げによる上限額加算も可能です。
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【概要】

・有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用の労働者（以下、「有期雇用労働者等」という。）
の企業内でのキャリアアップを促進するため、正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して助成。

13

キャリアアップ助成金 【正社員化コース 】 ①：概要

：自社における“正社員”とはを決定し、就業規則上で定義を明確にする必要がある。

【ポイント】
□：正社員：法律上の明確な定義はない。

一般には、雇用期間に定めがなく、フルタイムで働くことを基本とする従業員で月給制であることが多い。
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【手続きの全体像】

14

キャリアアップ助成金 【正社員化コース 】 ②：全体像

全コース、
実施日の前日前までに
「キャリアアップ計画書」の提出
が必要

正規化のルール、処遇の違い
（賞与、退職金等）等、必ず盛り

込むべき内容がある。

正社員であれば、それな
りの待遇であるはず≒
３％以上の賃金情報 ：就業規則の整備も

各種相談窓口で
相談可能！



1. 有期・無期の 区分が明確か 2. 転換前に6ヶ月以上雇用か

3. 就業規則に制度があるか 4. 規定の手続きで転換したか

5. 正社員の定義に合致するか 6. 賃金が3% 以上アップしたか

7. 転換後各月11日以上出勤か 8. 出勤簿と台帳が 1分単位一致か

9. 事業主の親族ではないか 10. 過去3年以内に正社員歴ないか

11. 退職の理由は自己都合かか

一つでも「×」があれば不支給のリスク

正社員化コース：不備 をチェックする 「 11のポイント 」

詳しくは☞
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【概要

・キャリアアップ助成金の「賃金規定等改定コース」とは、有期雇用労働者等の基本給を定める賃金規定等を３％以上増額改
定し、その規定を適用した事業主に対して、助成を行う制度。

16

キャリアップ助成金 【賃金規定等改定コース 】

：中小企業以外も申請可能なので
賃上げする企業は活用検討を！

【1人あたりの助成額】 ※100名/1年度
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【 ：ポイント】
年収の壁対策の取り組みを行うことで、事業主の皆さまにおいては、人手不足の解消に！
労働者にとっては、「年収の壁」を意識せず働くことができ、社会保険に加入することで、処遇改善につながる！

17

キャリアアップ助成金 【短時間労働者労働時間延長支援コース】 令和7年7月1日 新設

【助成額】
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【概要】
・仕事と育児・介護等を両立できる職場環境づくりのために、以下の取組を行った中小企業事業主を支援

18

両立支援等助成金 ⓪：概要

：従業員のライフ・イベントに寄り添った
対応が可能となる。

・女性の活躍や男性の育休取得を推進したい

・従業員の定着や働きやすい職場環境づくりに力を入れたい。

・育児や介護などの理由で優秀な人材が離職するのを防ぎたい。

・法定を上回るような独自の支援制度を導入したい。



【A】雇用しただけで支給される助成金は、現時点では無い！

噂の出どころ？

19

【Q】：外国人を雇用したら80万円助成金をもらえる？

【取組】

【人材確保等支援助成金（外国人労働者就労環境整備助成コース）】 上限80万円

・外国人労働者は、日本の労働法制や雇用慣行などに関する知識の不足や言語の違いなどから、
労働条件・解雇などに関するトラブルが生じやすい傾向がある。
外国人特有の事情に配慮した就労環境の整備を行い、外国人労働者の職場定着に取り組む事業主に対して、
その経費の一部を助成するものです。

【認められる経費】

：外国人を雇用する経費（給与等）は含まれていない！！

・退職時給金！？

・助成金で研修の
負担０円！？



“働く”に関するお悩みや助成金等の
「相談窓口」

【国 / 厚生労働省】

沖縄働き方改革推進支援センター

【沖縄県 /  商工労働部】

グッジョブ相談ステーション

20

無料

0120－420－780



支援機関の役割分担と連携

行政機関 専門家による支援機関

沖縄労働局各部署

労働基準（労働条件・安全衛生等）、職業安定（雇

用対策・需給調整等）、雇用環境・均等（ハラスメ

ント相談等）
：労働関係法令に基づく行政機関

ハローワーク那覇 等
県内各ハローワーク
求人・求職の職業紹介、雇用保険手続き、各種助成

金の相談・申請、雇用管理に関する相談等

：地域に密着した公共職業安定所

沖縄働き方改革推進支援センター

専門的な労務・法令対応、36協定・就業規則の整備

、各種助成金等

社労士、１６名所属！

直接派遣対応に注力（R7年度 400件以上）

沖縄県よろず支援拠点

売上拡大に向けた戦略立案、ビジネスモデルの再構築

、補助金、多角的な経営相談への対応等

：「よろず」の相談に対応！

グッジョブ相談ステーション

助成金、労務管理、人材定着、採用等、創業

：社労士＋行政書士＋公認会計士＋コンサルタント

沖縄県医療勤務環境改善支援センター

◇労働関係法令等の情報提供

◇勤務環境改善の取り組みに関する相談対応

◇医療機関における研修会、勉強会への講師派遣

◇勤務環境改善に関する助成制度のご案内…等

：医療業の働き方についての社労士による専門支援機関

よろず支援拠点

グッジョブ相談ステーション

働き方改革

推進支援

センター



迷わせない！「とにかく相談」の連携体制

「 とにかく相談してください ！

沖縄の事業者を迷子にさせません 」

まずは入り口へ

「どこに相談すればいいか」と迷

う必要はありません。商工会の皆

様が受けた相談を、まずは我々 3

機関のいずれかへお繋ぎください

。

責任あるバトンリレー

各機関は裏側で緊密に連携してい

ます。相談内容に応じて、最適な

専門家がいる窓口へ責任を持って

トスアップします。

一丸となって の支援

「 攻め」 も「守り」も、 よろず、

グッジョブ 、 働き方センタ ー。 3

者が協力して、沖縄の事業者の課

題をワンストップで解決します。
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